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（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　現地調査員　エマ・シャレンバーガー

はじめに
2026 年２月に、ニューヨーク事務所は、米国の自治
体における災害復旧の財政面に関する調査を行うため、
フロリダ州緊急事態管理局（FDEM）へ取材に行きま
した。
フロリダ州は、米国本土の最南端に位置する州です。
北部と中部は亜熱帯多湿気候ですが、南部は熱帯気候で
す。そのため、ハリケーンや洪水、竜巻、火災を含め、
米国内でも最も頻繁に災害が起こる州の一つです。住民
を災害から守るため、フロリダ州は米国でも最も優れた
災害防止計画と資金管理プログラムを導入しています。
フロリダの災害対応計画や政策は、優れており、うまく
運用され、透明性が高いと考えられています。

米国における 
災害復旧プロセスの概要
今回の取材を通じて得られた知見の一つは、米国では、
州政府の求める政策を満たすことや州からの監査を受け
ることのインセンティブとなるような、迅速な資金提供
を州レベルのプログラムとして行うことで、州レベルで
も災害に強い（強靭な）基礎自治体づくりを行いうると
いう点です。
この点を理解いただくためにも、米国における災害復
旧プロセスに少しだけ触れる必要があります。米国では、
基礎自治体と州政府は、災害に対して応急対応を行うと
ともに、自らの自己資金と保険に基づき災害復旧に係る
支払を行う責任を負っています。しかし、復旧費用が一
定の基準を超えると、州は連邦緊急事態管理庁 (FEMA)
に支援依頼を行うことができます。支援内容として最も
大きいのは、財政面です。
資金の割り当てには厳しい手続が必要ですが、基礎自

治体と州政府は災害復旧プロジェクトに係る領収書を提
出し、自治体をできるだけ早期に支援する観点から、
FEMAは、当該プロジェクトが要件を満たしているか
を確認します。要件を満たす場合、FEMAは資金を割
り当てます。その後、FEMAは自治体と州政府が資金
を不当に使用していないか、領収書と資金の使い途の監
査を行います。監査は資金が割り当てられた後に行われ
るため、後日要件を満たさないことが発見された場合、
FEMAは資金の返還を要求することがあります。

州・基礎自治体双方が 
負担を負う可能性
州は、基礎自治体が FEMAから資金を受け取る場合
に連帯保証人となります。このため、州内自治体が
FEMAの資金を返す必要が生じた場合に、州はこの資
金を返済する責任を負う可能性があります。そうした事
態を避けるために、州は、基礎自治体から提出のあった
領収書について 100%の監査を実施することとしたの
です。監査が終わるまでは、FEMAから割り当てられ
た資金を自治体に渡さない仕組みを導入しています。こ
のことで受領者に資金が行きわたるまでに数カ月、数年
を要することが容易に想像されます。しかし、災害復旧
をしている現場では人々に支払いをしなければなりませ
ん。そのため、基礎自治体は、州や連邦（FEMA）によ
る監査が完了するまでの間に、災害復旧の支払いのため、
利息だけで数千万円が発生するローンを組むか、債券を
発行する必要があります。

フロリダ州の解決策
この問題を解決するために、フロリダ州は Florida 

Recovery Obligation Calculation（F-ROC）という
州独自のプログラムを導入しました。F-ROC は、
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FEMAの資金を返金しなければならない事態となりう
るリスクを分析するために、災害への備えに関する評価
（DRA）を使います。DRA にはさまざまな質問が含ま
れています。例えば：

１．	 �緊急事態のための資金計画はありますか？通常
の予算と緊急時に必要となる支出との差を埋め
るために、どのような資金を使用しますか？ 

２．	 �貴団体の方針は FEMAの規則に合っています
か？

３．	 �中身をチェックできるよう貴団体の方針を
FDEMへ提出してください。

また、F-ROCは参加する自治体が FEMAへ申請を出
す際のフォーマットの統一にも寄与しています。DRA
を通じて、FDEMは、災害発生前に各自治体の災害対
応時の方針と手順をチェックし、採点をします。この点
数は、フロリダ州が監査を終える前の段階でも、提供し
うる資金額を左右することとなります。例えば、自治体
が 55％の点数を取ったなら、FEMAが承認した資金の
55％をすぐに受け取れます。80％の点数があれば、承
認された資金の 80％を受け取れます。責任を持って準
備をすればするほど、災害時にもより早く資金を受け取
れる仕組みが内在しているのです。
自治体からすれば、金利の支払いによる余分な経費を
避ける観点からできる限りローンや債券の発行を避ける
インセンティブがあり、そのためにも、早急に資金を受
け取れることは重要です。その際、FEMA資金の適格
性を担保するためにも、自治体は災害発生前からDRA
をこなす必要が生じます。DRAは、自治体が方針や政
策を見直すきっかけにもなります。こうした方針や政策
の見直しは、災害対応の改善に資するものです。ある自
治体では、「最新」とされていた方針が、実は 1998 年
に作成されたものであることに気づきました。明文化さ
れた財務方針がないことに気づいた自治体もあり、その
場合、担当者が変わってしまうと、引き継ぎができませ
ん。F-ROCを梃にした早期の資金調達は、自治体が州
の専門家と相談しながら、積極的に政策を見直す機会と
なります。現在、約 400 自治体が F-ROC に参加して
います。

解決策に対する評価
今般、連邦に頼るのではなく、自治体の責任と自立を
促す、州のイニシアティブをご紹介しました。F-ROC
は自治体が守らなければならないルールではなく、自ら
の責務を果たすためのインセンティブとして有意義に活
用されています。この制度は、連邦ではなく、地方レベ
ルで取り組むことが可能です。F-ROCを参考に、資金
という誰もが関心を抱く動機付けを通して、基礎自治体
をより良くするためのプログラムを考えることができる
のではないでしょうか。F-ROCに参加しているフロリ
ダ州の自治体の担当者からは、資金的な必要性に駆られ
参加したものの、災害防止の取り組みが目に見える形で
改善されたことこそが最も素晴らしい結果であると述べ
ていました。
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（エマ・シャレンバーガー）
　Japan Local Government Center（クレアニュー
ヨーク事務所）現地調査員。
　2025年にペンシルベニア大学を卒業。政治学およ
び東アジア研究を専攻した。大学在学中には、日本へ
２度留学。１回目は2023年夏に北海道国際交流セン
ターで研修を行い、２回目は2024年春に慶應義塾大
学へ交換留学。また、2024年夏には清水建設株式会
社でインターンシップに参加。大学卒業後は、フィラ
デルフィア市航空局で政府渉外インターンとして勤務
し、ペンシルベニア州以外における航空分野の州政府
による財政支援制度の調査を担当。また、その調査結
果を基に、他州の制度をペンシルベニア州へ導入する
ための州議会への働きかけについて、航空局幹部に政
策提言を行った。
　2025年にクレアニューヨーク事務所へ着任し、現
在は調査員として、米国の州・地方政治、経済および
法制度に関する調査・研究に従事しており、州・地
方政府における災害対応・復旧財政に関する調査や、
ニューヨーク市政に関する月例レポートの作成などを
担当している。


